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第１章 はじめに 

１-１. 背景と目的 

下水道は、まちづくりの基幹施設といわれており、公共用水域の水質保全、生活環境の改善（汚

水の排除）等の役割があります。具体的には、洗濯や台所の水、し尿を、下水道管を通じて下水

処理場に集め、一括浄化処理することにより、河川などを汚さず快適な環境づくりと水資源の保

全につなげています。 

本市の公共下水道事業は、昭和61年度に釜無川流域関連公共下水道として着手し、平成５年度

に供用を開始し整備を進めてまいりましたが、令和６年３月末における下水道普及率は58.7％と、

山梨県生活排水処理施設整備構想で位置付けた目標に達しておらず、依然として多くの未整備区

域が残されているのが現状です。 

さらに、今後、人口減少や節水型機器の普及による下水道使用料収入の減少等、公共下水道事

業を取り巻く環境が益々厳しくなると予想されます。 

日常生活に欠くことのできない下水道サービスを維持していくためには、未整備区域の解消だ

けでなく、施設の耐震化、今後老朽化する施設の計画的な更新等も必要不可欠であり、そのため

には適正で効率的な管理・経営が求められます。 

このような状況のもと、公共下水道事業の健全経営を実行していくため、令和２年度に「南ア

ルプス市下水道事業経営戦略」（以降、「現行経営戦略」とする。）を策定し、経営基盤の強化と財

政マネジメントの向上を目的とした取り組みを実施してきました。 

現行経営戦略の策定から４年が経過したことを踏まえ、経営環境の現状と課題を整理するとと

もに、これらを踏まえた投資・財政計画の設定等の見直しが必要となっていることから、この度

「南アルプス市公共下水道事業経営戦略」として改定を行いました。 
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１-２. 対象事業 

 今回見直す経営戦略の対象事業は、釜無川流域関連南アルプス市公共下水道事業とします。 

 

 

 

１-３. 計画期間 

総務省の「経営戦略策定・改定ガイドライン」（令和４年１月25日改定：以降、「経営戦略ガイ

ドライン」とする。）によると、毎年度の進捗管理や３～５年毎の改定を通じて、ＰＤＣＡサイク

ルを確立していくことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図ることが示されて

います。 

令和２年度に策定した現行経営戦略では、計画期間を令和２年度から令和11年度までの10年間

としたうえで、経営戦略ガイドラインに準拠し、５年ごとを目途とした見直しを行う方針として

います。 

現在、現行経営戦略の策定から４年が経過し、物価上昇や上下水道行政の一元化など、社会情

勢が大きく変化しています。 

そこで、今回の経営戦略の見直しでは、社会情勢の変化を踏まえたより実効性のある内容とす

ることとし、計画期間は、令和６年度を予算値の計画としたうえで、令和15年度までの10年間と

します。 

 

 

図 １-1 計画期間 

  

年度

 令和６年度見直し

 南アルプス市公共下水道事業経営戦略

R2 R11 R12 R13R10R8 R9R7R6R5R4R3

 令和２年度策定

 南アルプス市下水道事業経営戦略

R14 R15

令和２～11年度

令和６～15年度

４年経過

社会情勢の変化

対象事業 釜無川流域関連南アルプス市公共下水道事業 
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１-４. 経営戦略の位置付け 

「南アルプス市公共下水道事業経営戦略」は、「南アルプス市総合計画」や「南アルプス市まち

づくり基本方針（都市計画マスタープラン）」といった上位計画と整合を図るとともに、「釜無川

流域関連南アルプス市公共下水道全体計画・事業計画」等の下水道計画と相互に連動しながら、

公共下水道事業の根幹に位置する計画として中長期的な事業の指針を示しています。 

 

 

図 １-2 南アルプス市公共下水道事業・経営戦略体系図 
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１-５. 現行経営戦略の概要 

 表 １-1に現行経営戦略の概要を示します。 

 

表 １-1 現行経営戦略の概要 

令和２年度 南アルプス市下水道事業経営戦略 

策定年月 令和２年11月 

計画期間 令和２～11年度（10年間） 

基本方針 ⚫ 汚水処理区域の拡大 

⚫ 下水道の機能維持のための取り組み 

⚫ 経営の健全化 

⚫ 水洗化率の向上 

⚫ 各種政策への取り組み 

その他の取り組み ⚫ 広域化・共同化・最適化 

⚫ 投資の平準化 

⚫ 民間活力の活用（PPP/PFI） 

⚫ 使用料の見直し 

⚫ 各種コスト縮減 

事後検証・改定 ５年ごとを目途として、現状分析、投資・財政計画、経営戦略を見直し 
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第２章 事業の現状と課題 

２-１. 下水道事業処理の現状 

本市では、公共下水道（集合処理）、農業集落排水（集合処理）、合併処理浄化槽（個別処理）の

３つの方法で汚水処理を行っています。 

本市の公共下水道事業は、釜無川流域下水道の流域関連公共下水道であり、県の下水処理場に

て汚水処理を行っています。 

 

表 ２-1 南アルプス市公共下水道事業の概要 

釜無川流域関連南アルプス市公共下水道事業 

事業着手年月日 昭和62年２月23日 

供用開始年月日 平成５年４月１日 

法適用年月日（地方公営企業法） 平成31年４月１日 

処理施設 釜無川浄化センター（県が管理） 

排除方式 分流式 

全体計画 

(令和６年度改定) 

目標年度 令和17年度 

面積 2,446.0 ha 

計画人口 55,520 人 

計画汚水量 34,782 m3/日（日平均） 

事業計画 

(令和６年度改定) 

目標年度 令和11年度 

面積 1,945.0ha 

計画人口 44,760 人 

計画汚水量 23,172 m3/日（日平均） 
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図 ２-1 南アルプス市公共下水道事業 区域図  
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各種人口及び水洗化率の推移 

本市の公共下水道事業における行政人口、処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の動向を

図 ２-2に示します。 

行政人口は、令和３年度以降から若干の増加に転じており、令和５年度末で71,511人です。 

処理区域内人口については、汚水整備の進捗に伴い年々増加しており、平成26年度から令和５

年度の10年間で約9,300人増加しています。これに伴い下水道普及率（処理区域内人口/行政人口）

も、平成26年度の45.0％から10年間で13.7％上昇し、令和５年度末時点で58.7％となっています。 

水洗化人口は、10年間で約10,100人増加しており、令和５年度末での水洗化人口は36,957人、

水洗化率（水洗化人口/処理区域内人口）は88.0％となっています。 

この10年間においては、水洗化人口の増加数が処理区域内人口の増加数を上回っていることか

ら、処理区域内の住民が積極的に公共下水道に接続したことが伺えます。 

 

 

 
 

 

図 ２-2 各種人口と水洗化率の動向  
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整備状況 

本市の公共下水道事業における整備面積及び管路施設の整備状況を図 ２-3に示します。 

近年10年間における整備面積については20～45ha/年、管路延長については５～９km/年ほど整

備が進んでいます。 

令和５年度末現在は、整備面積が約1,457ha、管路延長が約350kmとなっています。 

 

 

 

 

 

図 ２-3 整備状況 
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各種水量の推移 

本市の公共下水道事業における総処理水量、有収水量、有収率の動向を図 ２-4に示します。 

有収水量については、平成28年度以降、年々増加しており、これは汚水整備の推進に伴う水洗

化人口の増加によるものと考えられます。 

総処理水量については、年度毎の変動がみられるものの、長期的には概ね増加傾向にあります。

(※有収率が100％を超過している年度については、計測方法や集計方法が要因であるものと想定

されます。) 

１日１人当たりの有収水量については、緩やかに減少しており、節水等による水需要の減少が

要因として挙げられます。 

 

 

 

 

図 ２-4 各種水量と有収率の動向 
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維持管理費 

維持管理費の推移を図 ２-5に示します。 

維持管理費は、年々増加傾向にあり、令和５年度は約５億3,000万円となっています。内訳は、

流域下水道維持管理負担金が約57％を占めています。 

有収水量当たりの単価も近年増加傾向にあり、処理水量の増加とともに物価上昇も要因の一つ

であると想定されます。 

 

 

 

 

図 ２-5 維持管理費の推移 
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決算統計32表抜粋
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建設投資 

公共下水道事業における建設投資を図 ２-6に示します。 

建設投資については、毎年度10億円以上の建設投資を行っており、大部分が管路施設への建設

投資です。 

流域下水道建設負担金については、毎年度約3,000～5,000万円となっています。 

 

 

 

 

図 ２-6 建設投資の状況 

 

  

966,841 1,104,091
1,406,550

1,168,946
976,430

33,324
48,256

47,770

37,404
53,806

0

500

1,000

1,500

2,000

R1 R2 R3 R4 R5

建
設

投
資

（
千

円
）

管渠費 流域下水道建設負担金

単位 R1 R2 R3 R4 R5

建設投資計 千円 1,000,165 1,152,347 1,454,320 1,206,350 1,030,236

管渠費 千円 966,841 1,104,091 1,406,550 1,168,946 976,430

流域下水道建設負担金 千円 33,324 48,256 47,770 37,404 53,806

決算統計23表抜粋
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財務状況 

本市では、令和元年度から地方公営企業法を全部適用しています。 

ここでは令和元年度以降のみを対象に、決算の概要を示します。 

 

⚫ 収益的収支 

収益的収支の動向（税抜）を図 ２-7に示します。 

令和５年度決算における公共下水道事業の収益的収入は16億9,100万円であり、令和４年度決算

から8,400万円増加しています。これは下水道使用料、長期前受金戻入等の増加が要因となってい

ます。一般会計からの繰入金は７億4,100万円と全体の約44％を占めています。 

収益的支出は、毎年度約13～15億円の範囲で推移しており、ほぼ横ばいです。令和５年度決算

では15億4,100万円です。 

純利益については、令和５年度決算で、１億5,000万円を計上しています。 

 

 

 

図 ２-7 収益的収支の動向（税抜）  

下水道

使用料

長期

前受金

戻入
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会計

繰入金

その他

収入

減価償

却費等

支払

利息等

管渠費

流域

維持

負担金

その他

支出

予備費

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

0 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 凡例(百万円)

単位 R1 R2 R3 R4 R5

収益的収入 百万円 906 1,877 1,400 1,607 1,691

下水道使用料 百万円 309 324 325 336 345

長期前受金戻入 百万円 269 770 789 536 596

一般会計繰入金 百万円 311 284 284 733 741

その他収入 百万円 17 499 2 2 9

収益的支出 百万円 1,408 1,368 1,393 1,414 1,541

減価償却費等 百万円 754 770 789 815 839

支払利息等 百万円 240 221 206 193 187

管渠費 百万円 21 28 85 91 99

流域下水道維持管理負担金 百万円 210 237 246 253 305

その他支出 百万円 183 112 67 62 111

予備費 百万円 0 0 0 0 0

消費税集計表抜粋
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⚫ 資本的収支 

資本的収支の動向（税込）を図 ２-8に示します。 

令和５年度決算における公共下水道事業の資本的収入は15億7,800万円であり、令和４年度決算

から8,300万円減少しています。内訳としては、企業債が７億500万円と約45％を占めています。 

資本的支出においては、18億8,000万円であり、令和４年度決算から２億1,100万円減少してい

ます。内訳としては、建設改良費が９億7,600万円と約52％を占めています。 

 

 

 

図 ２-8 資本的収支の動向（税込） 

  

国庫

補助金

企業債

負担

金等

一般

会計

繰入金

基金

繰入金

建設

改良費

流域

維持

負担金

企業債

償還金

基金

積立金

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出

(百万円) Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 凡例

単位 R1 R2 R3 R4 R5

資本的収入 百万円 1,895 2,106 2,307 1,661 1,578

国庫補助金 百万円 233 409 476 353 262

企業債 百万円 696 698 852 769 705

負担金等 百万円 85 76 74 110 122

一般会計繰入金 百万円 856 881 904 429 489

基金繰入金 百万円 25 42 1 0 0

資本的支出 百万円 1,872 2,062 2,348 2,091 1,880

建設改良費 百万円 964 1,104 1,407 1,169 976

流域下水道事業建設負担金 百万円 37 48 48 37 54

企業債償還金 百万円 846 868 892 885 850

基金積立金 百万円 25 42 1 0 0

消費税集計表抜粋
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下水道使用料 

本市の下水道使用料体系を表 ２-2に、県内市町村の下水道使用料（使用水量20ｍ3）を図 ２-9

に示します。 

本市の下水道使用料体系は、基本使用料と従量使用料を併用しており、使用水量に応じて使用

料単価が上がります。（累進方式） 

現行の下水道使用料は、令和６年10月に改定されたものであり、１ヵ月当たり20ｍ3で2,288円

です。これは、県内の下水道事業の平均（2,175円）や釜無川流域関連公共下水道の平均（2,180円）

と同程度の水準となっています。 

 

表 ２-2 南アルプス市公共下水道事業 下水道使用料体系（税抜・１ヵ月当たり） 

種別 
基本使用料 従量使用料 

排除汚水量 金額 排除汚水量 金額 

一般用 

10m3以下 980円  

11m3以上 30m3以下 

31m3以上 50m3以下 

51m3以上 

 

１m3につき 110円 

120円 

150円 

公衆浴場用 100m3以下 2,100円 100m3を超える部分 １m3につき 60円 

臨時用 100m3以下 １m3につき 110円 100m3を超える部分 １m3につき 120円 

 

 

図 ２-9 県内市町村の下水道使用料との比較（１ヵ月当たり使用量20ｍ3の場合） 

※早川町、小菅村は人頭制のため、評価からは除外  
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山中湖村

忍野村
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県内平均:2,175円

(円)

■釜無川流域関連公共下水道

釜無川流域関連公共

下水道平均:2,180円
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下水道使用料収入の動向（税抜）を図 ２-10に示します。 

本市の公共下水道事業の下水道使用料収入は、水洗化人口の増加を受けて、増加傾向にあり、

令和５年度決算での下水道使用料収入は約３億4,500万円です。 

 

 

 

 

図 ２-10 下水道使用料収入の動向（税抜） 
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円
)

使用料収入 年間有収水量

単位 R1 R2 R3 R4 R5

使用料収入 千円 308,958 323,752 324,575 336,417 344,763

年間有収水量 千㎥ 3,580 3,770 3,784 3,914 4,002

使用料単価 円/㎥ 86.30 85.88 85.78 85.95 86.14

決算統計10表・20表抜粋
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一般会計繰入金 

一般会計繰入金の動向を図 ２-11に示します。 

一般会計繰入金は、令和元年度から令和５年度まで、毎年度12億円前後となっています。 

このうち基準内繰入金（総務省により一般会計が負担すべきとされている基準（以降、「繰出基

準」）に適合するもの）は、令和５年度決算で約４億800万円でした。 

基準外繰入金（繰出基準には適合しないものの、下水道事業の経営に必要であるため、本市が

独自に一般会計からの繰出しを認めているもの）は、令和５年度決算で約８億2,100万円でした。 

令和５年度決算における基準外繰入金は、基準内繰入金の約２倍の金額となっており、基準外

繰入金への依存度は高いといえます。 

 

  

 

図 ２-11 一般会計繰入金の動向 
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）

基準額 基準内 基準外

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

単位 R1 R2 R3 R4 R5

一般会計繰入金 実繰入額 百万円 1,164 1,160 1,182 1,169 1,229

基準額 百万円 576 187 234 424 408

実繰入額 百万円 226 187 234 424 408

基準額 百万円 476 92 147 340 329

実繰入額 百万円 126 92 147 340 329

基準額 百万円 100 95 87 84 79

実繰入額 百万円 100 95 87 84 79

百万円 938 973 948 745 821

収益的収入 百万円 182 187 131 388 406

資本的収入 百万円 756 786 817 357 415

決算統計40表抜粋

基準内

収益的収入

資本的収入

基準外
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２-１-２. 組織体制 

本市上下水道局では、総務課庶務担当・計画担当・料金担当、経理課下水道経理担当、工務課

下水道担当、給排水課排水担当が下水道関連業務を担っています。 

下水道関連業務を担当する職員数は令和５年度時点で11人です。 

 

 

図 ２-12 組織体制 

 

 
 

図 ２-13 職員数の動向  
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R1～5：決算統計23・24表、R6：予算実施計画明細書抜粋 決算統計10表抜粋
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２-２. 経営指標による分析 

公共下水道事業の経営に関する指標を対象に、過年度の動向を整理し、全国平均、同規模都市

平均、県内平均、釜無川流域平均との比較を行いました。 

 

 

 

① 経常収支比率 

 

 

 

  

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

業務指標

経常収支比率

↗
計算式

100％以上は単年度
収支が黒字

使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄うことがで
きているかを表す指標である。
単年度の収支が黒字であることを示す100％以上となっていることが必要である。

・本市の経常収支比率は、令和元～２年度の１年間で大幅に上昇している。長期前受金戻入の増加が主な
要因と考えられる。
・令和３年度までは100％未満であったが、令和４年度には他会計補助金が増加したことで107.15％にまで上
昇し、同規模都市平均や全国平均と同程度の値となった。令和５年度も同程度で推移している。

指標の概要

評価

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

経常収益

経常費用
×100（％）

63.17 

95.63 92.95 107.15 108.00 
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(％
)

【検討対象指標】 

①経常収支比率 ②累積欠損金比率 ③流動比率 

④企業債残高対事業規模比率 ⑤経費回収率 ⑥汚水処理原価 

⑦水洗化率 ⑧使用料単価 ⑨管渠老朽化率 

 

【比較対象自治体】 

①全国平均     ②同規模都市平均     ③県内平均     ④釜無川流域平均 
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② 累積欠損金比率 

 

 

③ 流動比率 

 

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

評価

・本市の累積欠損金比率は令和２年度に大きく低下した。当年度未処理欠損金の減少が要因である。
・令和３年度には62.32％（県内平均と同程度）まで上昇したものの、その後再び低下し、令和５年度には欠損
金が解消したことに伴い、累積欠損比率は0％になっている。
※「釜無川流域平均」は、流域構成市町において累積欠損金の発生したのが本市のみであるため、本市と同等の数値である。

業務指標

累積欠損金比率

↘0％が望ましい

指標の概要

経営収益に対する累積欠損金（経営活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填す
ることができず、複数年にわたって累積した欠損金）の状況を示す指標である。

計算式

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

当年度未処理欠損金

営業収益―受託工事収益
×100（％）

166.40 

29.75 

62.32 

28.49 

0.00 
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評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

業務指標

100％以上が望ましい

流動比率

短期的な債務に対する支払能力を表す指標である。１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現
金等がある状況を示す。100％以上であることが望ましいが、100％未満であっても、流動負債に、建設改良に
充てられた企業債等が含まれている等の場合は、一概に支払能力がないとは言えない。

計算式

↗

指標の概要

評価

・本市の流動比率は、令和３年度から上昇が続いており、令和５年度現在では約72％で全国平均と同程度の
数値となっている。
・上昇の要因として、企業債の償還額が減少していることや資金収支の状況が改善されてきていることが考えら
れる。

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

流動資産
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④ 企業債残高対事業規模比率 

 

 

⑤ 経費回収率 

 

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

業務指標

↘

指標の概要

計算式

企業債残高対事業規模比率

使用料収入に対する企業債の残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。

評価

・本市の企業債残高対事業規模比率は、年々低下し、令和５年度現在では同規模都市平均と同程度となっ
ている。
・今後汚水整備等の推進に伴い、企業債残高の増加が予想されるため、企業債の抑制に努めることが求めら
れる。

数値が低いほうが望ましい

◆南アルプス市　●同規模都市平均　●全国平均

企業債現在高合計 ‐ 一般会計負担額

営業収益 ‐ 受託工事収益 ‐ 雨水処理負担金
×100（％）

4,346.63 

2,364.75 

1,181.89 1,047.97 
857.02 
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評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

↗

経費回収率

業務指標

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄うことができているかを表す指標である。
数値が100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味す
るため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要である。

評価

・本市の経費回収率は、近年60％弱で推移しており、汚水処理に必要な経費を使用料収益で賄うことができ
ていない状況であるとともに、今後は人口減少に伴う使用料収入の減少が予想されることから、経営改善に向
けた使用料の見直しが必要である。

指標の概要

数値が高いほど良い
100％以上が望ましい

計算式

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
×100（％）
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⑥ 汚水処理原価 

 

 

⑦ 水洗化率 

 

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

計算式

業務指標

汚水処理原価

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処
理に係るコストを表した指標である。

評価

・本市の汚水処理原価は、同規模都市と同程度の単価ではあるものの、全国平均と比較すると10円/㎥以上
高い。
・汚水処理原価が使用料単価を上回っていることから、今後も経費削減に努める必要がある。

指標の概要

数値が低い方が効率的 ↘

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
（円/㎥）

158.42 151.25 150.49 150.44 149.10 
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水

処
理

原
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(円
/
㎥

)

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

業務指標

水洗化率

計算式

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置し、下水道に接続している人口の割合を表している。
公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から100％となることが望ましい。

100％が望ましい
数値が高いほど良い

評価

・本市の水洗化率は、近年90％程度で推移しており、向上させる余地がある。
・下水道未接続世帯に対する接続奨励に努め、水洗化率を向上させる必要がある。

指標の概要

↗

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
×100（％）

88.76 
90.56 

87.41 87.57 88.02 
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⑧ 使用料単価 

 

 

⑨ 管渠老朽化率 

 

評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

経費回収率等の他の指標と
組み合わせた判断が必要

指標の概要

使用料収入を有収水量で除した、有収水量1㎥当たりの使用料の単価を示す。
汚水処理原価より高い数値であることが望ましい。

・本市の使用料単価は、同規模都市平均・全国平均と比較してかなり低い。
・本市は経費回収率が低いことから、使用料単価が著しく低い設定になっていると考えられ、下水道使用料の
見直しが必要といえる。（令和６年10月に下水道使用料の改定を実施）

評価

計算式

業務指標

使用料単価

-

 ◆南アルプス市　　  ◆釜無川流域平均　◆県内平均
 ●同規模都市平均　●全国平均

下水道使用料

有収水量
（円/㎥）

86.3 85.88 85.78 85.95 86.14
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評価基準 望ましい方向性

※数値は南アルプス市のみ

・本市の下水道は供用開始（平成５年）から30年経過している。
・下水道施設や管路施設の耐用年数は概ね50年であるため、現況で耐用年数を経過した管路施設はない。

指標の概要

法定耐用年数を超えた管路施設の延長の割合を表した指標で、管路施設の老朽化度合を示している。

評価

明確な数値基準はない -

管渠老朽化率

業務指標

計算式

◆南アルプス市　●同規模都市平均　●全国平均

法定耐用年数を経過した管渠延長

下水道布設延長
×100（％）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
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２-３. 公共下水道事業における現状と実施状況の評価 

２-３-１. 現行経営戦略設定値の評価 

令和２年11月に策定した現行経営戦略での計画値と令和２年度から令和５年度の実績値を整理

することにより、現行経営戦略で位置付けた取り組みの達成状況の評価と、乖離が生じている場

合の要因を分析し、今回の経営戦略の見直しに反映するものとします。 

表 ２-3に現行経営戦略の計画値と実績値との比較を示します。 

 

 

 

  

事業実施状況の評価 

⚫ 現行経営戦略の計画と比較して実績の下水道整備面積が小さく、年々その差が開いて

いることから、汚水整備が遅延しているといえます。 

⚫ 実績では汚水整備の遅延に伴い、建設改良費とその財源が少なくなっており、令和５

年度には現行経営戦略の計画と約20億円の乖離が生じています。 

⚫ 整備は遅延しているものの、水洗化は進んでおり、現行経営戦略の計画よりも高い水

洗化率で推移しています。 

⚫ 総処理水量・有収水量については、実績が現行経営戦略の計画と比較すると少なく、

これに起因して、下水道使用料収入の実績も現行経営戦略の計画より少なくなってい

ます。 

⚫ 維持管理費については、実績が現行経営戦略の計画を上回っており、物価上昇の影響

によるものと考えられます。 

⚫ 企業債償還金については、実績が現行経営戦略の計画を下回っており、起債額の減少

や金利の低さ等が要因と考えられます。 
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表 ２-3 現行経営戦略の計画と実績との比較 

   

R2 R3 R4 R5 R2 R3 R4 R5

計画 1,424 1,501 1,578 1,704

実績 1,354 1,399 1,437 1,457

計画 71.3% 75.1% 79.0% 85.3%

実績 67.8% 70.0% 71.9% 72.9%

計画 32,404 33,751 35,238 37,162

実績 32,820 34,363 35,605 36,957

計画 84.5% 83.5% 82.9% 81.0%

実績 90.6% 87.4% 87.6% 88.0%

計画 3,952 4,116 4,298 4,532

実績 4,124 3,958 4,034 4,203

計画 3,814 3,973 4,148 4,374

実績 3,770 3,784 3,914 4,002

計画 360 375 391 412

実績 324 325 336 345

計画 331 320 311 300

実績 186 235 423 408

計画 843 823 826 777

実績 974 948 745 821

計画 1,174 1,143 1,137 1,076

実績 1,160 1,183 1,169 1,229

計画 1,264 1,908 1,950 2,993

実績 1,152 1,455 1,206 1,030

計画 444 474 495 729

実績 409 476 353 262

計画 750 1,265 1,260 750

実績 698 852 769 705

計画 70 169 195 1,513

実績 45 127 84 63

計画 35.1% 24.8% 25.4% 24.4%

実績 35.5% 32.7% 29.3% 25.4%

計画 353 366 379 397

実績 418 451 511 492

計画 1,096 1,106 1,090 1,047

実績 868 892 885 850

3.9% 1.0%

維持管理費
（百万円）

65 85 132 95

企業債償還金
（百万円）

-228 -214 -205 -197

建
設
事
業
と
財
源

建設改良費
（百万円）

-112 -453 -744 -1,963

国庫補助金
（百万円）

-35 2 -142 -467

企業債
（百万円）

-52 -413 -491 -45

その他
（百万円）

-25 -42 -111 -1,450

国庫補助金
の比率

0.4% 7.9%

使用料収入
（百万円）

-36 -50 -55 -67

一
般

会
計

繰
入

金

基準内
（百万円）

-145 -85 112 108

基準外
（百万円）

131 125 -81 44

合計
（百万円）

-14 40 32 153

水
量

総処理水量

（千m3/年）
172 -158 -264 -329

有収水量

（千m3/年）
-44 -189 -234 -372

水
洗
化

水洗化人口
（人）

416 612 367 -205

水洗化率 6.1% 3.9% 4.7% 7.0%

項目
数値 比較

整
備
状
況

下水道整備面積
 （ha）

-70 -102 -141 -247

整備率 -3.5% -5.1% -7.1% -12.4%
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２-３-２. 現行経営戦略『その他の取り組み』の実施状況 

現行経営戦略において位置付けた『その他の取り組み』について、その実施状況を整理しまし

た。 

 

表 ２-4 『その他の取り組み』の実施状況 

【評価基準】○：実施 △：一部実施 

取り組み項目 取り組み内容 取り組み状況・評価 

広域化・共同化・最適化 

“最適化”として、「汚水処理施

設整備構想」（以降、「汚水処理

構想」とする。）に基づく汚水整

備の推進やコミュニティプラ

ントの公共下水道への接続等

を実施。 

現行経営戦略の計画期間である令

和２年度初頭から令和５年度末に

かけて、約127haを整備し、累計で

は約1,457haとなった。 

全てのコミュニティプラント（白根

南原団地、桜ヶ丘団地及び西新居団

地）を公共下水道への接続を実施。 

○ 

投資の平準化 

ストックマネジメント計画を

策定し、平準化を加味した更新

事業を実施。 

費用対効果を検討した結果、ストッ

クマネジメント計画を令和16年以

降に策定する。 

△ 

民間活力の活用 

（PPP/PFI） 

国や他自治体等における導入

状況を踏まえ、必要に応じて検

討を行う方針。 

他都市の事例等を踏まえると、現時

点では、本市で有効に活用できる事

業（ウォーターPPP等）はないため、

今後検討。 

△ 

使用料の見直し 

経営健全化のための取り組み

として、今後使用料改定の検討

に着手する方針。 

令和３年11月から令和５年８月ま

で計６回の審議会を開催し、令和５

年11月に市長へ答申書が提出され

る。令和5年12月議会にて議決され、

令和6年10月より下水道使用料の改

定を実施。 

○ 

各種コストの縮減 

今後も継続してコスト縮減に

取り組む。 

人件費については、組織形態、

業務量等との整合を図ったう

えで適正化を検討。 

組織形態や業務量を踏まえた見直

しを行い、職員の適正化を実施。 

○ 
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２-４. 公共下水道事業における経営課題 

これまでに整理・分析した本市の公共下水道事業の現状を踏まえ、以下の事項が経営課題とし

て挙げられます。 

 

 

 

 

 

  

公共下水道事業の経営課題 

① 汚水施設整備の適正化 

現行経営戦略においては、下水道整備面積について、策定時（令和２年度）の公共下水道事

業計画や汚水処理構想に基づき、令和６年度に1,830.9ha（事業計画区域）、令和17年度に

2,366.2ha（汚水処理構想計画区域）を整備完了するものとして、財政シミュレーションを行

いました。 

しかし、実際の整備面積は令和５年度末時点で約1,457haと現行経営戦略から大きく遅滞し

ており、その結果、有収水量や下水道使用料収入については、実績が現行経営戦略を大きく下

回るなど、財政見通しとの乖離が生じています。 

施設の整備を推進することは、生活環境の改善や公共用水域の保全等の観点から重要です

が、財政面や組織体制面での問題を考慮しながら事業を実施することが求められます。 

このことから、汚水施設の整備については、財政や事業実施体制等の観点から、実態に即し

た整備計画の策定が必要です。 

 

② 老朽化対策と地震対策の必要性 

将来も下水道の機能を確保するために、既存の下水道施設に対する「老朽化対策」や「地震

対策」が求められており、国の制度を活用しながら取り組む必要があります。 

本市では、現在「南アルプス市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）」に基づき、マンホール

の浮上防止やマンホールトイレの設置等の地震対策を実施しています。今後も同計画に基づ

き地震対策を推進するとともに、耐用年数を超過したマンホールポンプやマンホール蓋の更

新等、老朽化対策も適宜検討することが求められます。 

 

③ 水洗化率向上 

水洗化率は、近年90％程度で推移しており、全国平均と比べて低いことから、向上の余地が

あるといえます。 

水洗化率向上による下水道使用料収入の増加に向けて、下水道未接続世帯に対する接続奨

励に努める必要があります。 
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④ コスト縮減への取り組み 

維持管理費は、物価上昇や処理水量増加を受けて、増加傾向にあります。現行経営戦略に対

して、整備進捗が下回っているにも関わらず、維持管理費は上回っている状況です。 

近年の急激な物価上昇を踏まえた、コスト縮減の取り組みが求められます。 

 

⑤ 一般会計繰入金への依存軽減 

一般会計繰入金は、直近５ヵ年において、毎年度12億円程度で推移しています。また、令和

５年度決算では、基準外繰入金が基準内繰入金の約２倍の金額となりました。一般会計繰入金

が総収入の４割ほどを占めるうえ、その大部分が基準外繰入金である状況を考慮すると、本市

の公共下水道事業は繰入金に依存した経営状況といえます。 

経営健全化に向けて、繰入金を抑制する経営努力が必要です。 

 

⑥ 経費回収率の向上 

経費回収率は、令和５年度まで60％弱で推移してきました。令和６年10月の下水道使用料

改定により向上しているものの、100％には達しておらず、汚水処理に必要な経費を下水道使

用料収入で賄うことができていません。 

下水道使用料は、１ヵ月当たり20ｍ3で2,288円であり、これは山梨県内の下水道事業の平均

（2,175円）や釜無川流域関連公共下水道の平均（2,180円）と同程度の水準となっていますが、

総務省が位置付ける適正な下水道使用料水準（3,000円）には届いておらず、改善の余地があ

ります。 

また、使用料単価については、同規模都市平均や全国平均と比較してかなり低いものとなっ

ています。 

国土交通省は、管轄する公共下水道事業に対し、下水道使用料の改定の必要性に関する検証

を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップを策定・公表することを、社会資本整備総合

交付金の要件としています。 

したがって、本市の公共下水道事業においても、下水道使用料の改定に関する検討を行い、

経費回収率向上に向けたロードマップを策定する必要があります。 

 

⑦ 運営体制 

公共下水道事業における整備区域の拡張や、老朽化対策や地震対策等の取り組みを遅滞な

く進捗させるためには、適正な執行体制を確保することが必要です。 

また、知識や経験等の技術継承が不可欠であり、計画的な職員の技量向上のための取り組み

が必要です。 
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第３章 将来の事業環境 

３-１. 人口・水量の見通し 

行政人口や処理区域内人口、水洗化人口等の各種人口及び有収水量は、公共下水道事業の貴重

な収入である下水道使用料収入の動向に影響を及ぼすため、その動向を注視する必要があります。 

 

３-１-１. 行政人口の見通し 

本市の将来人口を設定するにあたり、以下の人口計画を整理しました。なお、中間値は直線補

完により算定しました。 

 

【各種人口計画】 

①下水道計画（事業計画・全体計画・釜無川流域全体計画・富士川流域別下水道整備総合計画） 

②南アルプス市 まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

（令和２年３月改定：以下「人口ビジョン」という） 

③国立社会保障・人口問題研究所（令和２年調査・令和５年推計：以下「社人研」という） 

④南アルプス市水道事業経営戦略（令和６年度改定：以下「水道経営戦略」という） 

 

 

図 ３-1 行政人口各種計画値 
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本市の行政人口はほぼ横ばいであることから、現時点では今後大きな増加に転じることは予測

できません。 

下水道計画における将来行政人口は、「第２次南アルプス市総合計画（前期）」の行政人口を採

用しており、平成27年度に推計されたものとなります。 

人口ビジョンにおける将来展望人口は、国の「長期ビジョン」や県の「人口ビジョン」を勘案

しつつ、出生率や社会増減を底上げすることを仮定した推計値となっています。 

社人研推計値は、令和５年に公表された最新値であり、出生率や生残率、国際人口移動等を加

味した信頼性の高い推計ですが、令和２年度の推計値は実績値を約1,800人下回っています。 

水道経営戦略の将来行政人口は、社人研の推計人口を令和５年度実績人口で補正したものとな

っており、本市の実態が反映されているとみなせるため、今回の経営戦略の見直しにおける将来

行政人口は、水道経営戦略での設定値を採用します。 

 

 

 

図 ３-2 行政人口の見通し（採用値） 
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３-１-２. 整備区域の見通し 

 将来の整備スケジュールについて、令和６～10年度までは本市の事業計画で予定している整備

面積としています。令和11年度以降の将来的な下水道整備については、物価上昇による整備費用

の高騰や一般会計繰入金への影響等を踏まえて、現実に則した「年当たり20ha」が適正であると

判断し、設定しています。 

 

３-１-３. 処理区域内人口の見通し 

 本市の全体計画・事業計画における計画人口を表 ３-1に示します。 

 

表 ３-1 下水道計画における処理区域内人口 

 

 

 全体計画において、令和17年度（全体計画目標年度）の計画人口は55,520人とされています。 

 しかし、前項３-１-２のとおり、今回の経営戦略の見直しにおいては全体計画と異なる整備スケ

ジュールを設定するため、今回の経営戦略の見直しにおける処理区域内人口と全体計画における

計画人口との間に乖離が生じます。 

 このため、以下の方法により処理区域内人口を算出し、図 ３-3に示します。 

 

令和5年度 令和11年度 令和17年度
（現況） （事業計画） （全体計画）

下水道区域面積　　　（ha） 1,456.89 1,945.00 2,446.00

下水道区域内人口　　（人） 41,988 44,760 55,520

下水道区域内人口密度（人/ha） 28.82 23.01 22.70

①全体計画区域内人口の割合を算出する。 

  令和17年度全体計画区域内人口[全体計画]÷令和17年度行政人口[全体計画] 

 

②各年度の全体計画区域内人口を算出する。 

  各年度行政人口[採用値]×全体計画区域内人口割合[①] 

 

③整備完了年における処理区域内人口密度を算出する。 

  整備完了年の全体計画区域内人口[②]÷全体計画面積 

 

④各年度の処理区域内人口密度を算出する。 

  整備完了年の処理区域内人口と令和５年度の処理区域内人口密度とで一次補間 

 

⑤各年度の処理区域内人口を算出する。 

 各年度の処理区域内人口密度[④]×各年度の処理区域面積 
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図 ３-3 処理区域内人口の見通し 

 

３-１-４. 水洗化人口の見通し 

水洗化人口は、処理区域内人口に水洗化率を加味して算定し、図 ３-4に示します。 

水洗化率は、近年の動向と今後の普及促進の取り組みの効果を見込み、今後も上昇する見通し

です。 

汚水整備の進捗と水洗化率の向上に伴い、水洗化人口は増加する見通しとなります。 

 

 

図 ３-4 水洗化人口及び水洗化率の見通し 
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３-１-５. 有収水量の見通し 

有収水量は、水洗化人口の動向に影響を受けるもの（生活系汚水量）と受けないもの（事業所

系汚水量）を見込みます。 

水洗化人口の増加に伴い、有収水量は増加する見通しです。 

 

生活系汚水量 

生活系汚水量は、近年の実績より算定した生活系汚水量原単位に水洗化人口を乗じて算出しま

す。 

 

事業所系汚水量 

工場等の事業所系汚水量については、現況の実績を基にした予測値と新規接続工場の予定量を

合算して算定します。 

 

 

図 ３-5 有収水量の見通し 

 

３-２. 施設の見通し 

本市では、当面、下水道施設の整備を推進し、公共下水道による処理区域を拡大する方針です。 

また、災害に強いインフラ施設を目指して、下水道管路の耐震化事業を推進する必要がありま

す。 

なお、老朽化対策は、供用開始からの経過年数が、管路施設の耐用年数である50年を経過する

時期に、本格的に着手する方針です。それまでは、耐用年数の短いマンホールポンプやマンホー

ル蓋の更新を適宜実施する必要があります。 

 

３-３. 組織の見通し 

本市の公共下水道事業は、上下水道局が所管しており、令和５年度末時点では職員11名で運営

しています。 

安定した事業経営のためには、施設の整備や更新を遅延なく推進する必要があることから、現

在の組織規模を維持するとともに、職員の技術力向上や技術継承に努めていく必要があります。 
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第４章 経営戦略の基本方針 

４-１. 基本方針の策定 

 本市では、めざすべき将来像とその実現に向けた施策の大綱・体系を示し、本市のまちづくり

を総合的・計画的・具体的に推し進めることを目的として、令和７年３月に「第３次南アルプス

市総合計画」（以降、「第３次総合計画」とする。）が定められました。「第３次総合計画」では、め

ざすべき方向性の１つに「自然とともに、快適で住みよいまち」を掲げており、この実現に向け

た施策として、「上下水道の整備」を位置付けています。 

 

 

 

 そこで、今回の経営戦略の見直しにおいては、「２-４. 公共下水道事業における経営課題」にて

整理した課題を踏まえつつ、第３次総合計画に掲げられた、めざすべき目標を成すため、表 ４-1

に示す基本方針と施策を定めます。 

 

表 ４-1 基本方針及び施策 

基本方針 施策 

① 下水道整備の推進  ① 未普及地域への下水道整備 

② 下水道の機能維持 
②-１ 適切な点検・調査、修繕、更新の実施 

②-２ 耐震化の実施 

③ 水洗化の促進 
③-１ 助成金制度の活用 

③-２ 広報活動の展開 

④ 経営基盤の強化 
④-１ 適正な収入の確保 

④-２ コスト縮減 

⑤ 組織体制の強化 
⑤-１ 人材確保・人材育成 

⑤-２ 組織的な業務効率化 

 

  

「自然とともに、快適で住みよいまち」の実現 
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４-２. 基本方針及び施策の内容 

 

基本方針① 下水道整備の推進 

 下水道の役割には、まちを清潔にする「公衆衛生の向上」、きれいな川や海を守る「公共用水域

の保全」があります。 

 これらの役割を果たすため、下水道整備を推進します。 

 

施策① 未普及地域への下水道整備 

 本市の汚水は、公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽の３つの方式により処理されてい

ます。 

 このうち、公共下水道の整備率は令和５年度末現在で約60％（整備面積1,457ha/全体計画区域

2,446ha）にとどまり、整備進捗が遅れている状況であることから、公共下水道事業における未

普及地域への下水道整備を推進します。 

なお、汚水処理方式について、経済面、環境面、市民のニーズなどを勘案し、最適な手法によ

る整備区域の設定について適宜再考したうえで、公共下水道事業の効率的な整備スケジュールを

定め、将来的に整備率100％を目指します。 

 

基本方針② 下水道の機能維持 

これからの公共下水道事業は、施設の老朽化や大地震などの広域災害、豪雨による浸水被害に

対して、機能を維持しなければなりません。 

「南アルプス市下水道総合地震対策計画」を適宜見直しながら、地震対策事業を継続し、常に

機能を維持する強い下水道を確立します。 

また、老朽化対策についても、必要な施設から着手していきます。 

 

施策②-１ 適切な点検・調査、修繕、更新の実施 

 本市の公共下水道事業が管理する下水道施設は、令和５年度末現在で、管路延長が約350km、

マンホールポンプが24基（12ヵ所）となっています。これらの施設は、設置時期や設置環境、材

質、大きさ等により老朽化の状況が異なってくることから、老朽化対策に際しては、リスク評価

を行ったうえで優先度を設定し、計画的・効率的に進めることが重要です。 

 本市の公共下水道事業は、供用開始から30年が経過し、マンホール蓋とマンホールポンプにつ

いては、更新が必要な時期となっています。敷設時期の記録や点検・調査の結果を基に、引き続

き効率的に更新を進めます。 

 管路施設については、ほとんどが塩化ビニル管であり、耐用年数が50年以上であることから、

現時点で深刻な老朽化はありません。したがって、今回見直す経営戦略の計画期間中（令和６～

15年度）は、老朽化対策を始動する将来に向け、管路施設の状態を把握することに努めます。  
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施策②-２ 耐震化の実施 

 本市では、令和６年度に災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、対策が必要な

急所施設や避難所等の重要施設に接続する上下水道管路等について、上下水道一体で耐震化を実

施するための「南アルプス市上下水道耐震化計画」を策定し、また、令和３年度に策定した「南

アルプス市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）」（以降、「第Ⅲ期計画」とする。）に基づいて、地

震対策事業を進めています。 

 「第Ⅲ期計画」では、令和４～８年度までの短期計画において、特に重要な施設の地震対策を

実施し、その後、その他の施設の対策を進めていく方針が示されており、表 ４-2に示した目標

や、地震対策事業を進めます。 

 

表 ４-2 「南アルプス市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）」に基づく地震対策目標 

取り組み 
対象 

施設 

短期目標 

（令和８年度） 

長期目標 

（令和９年度以降） 

マンホール 

浮上防止対策 

人孔 

861基 

27基の設計・工事 

を完了する。 

短期で未実施分の診断を行い、対策が必要

と判断された人孔の設計・工事を進める。 

マンホール 

トイレ設置 

避難所 

15施設 

９施設への設置 

を完了する。 

１年に１施設への設置を進め、令和14年度

までに15施設の設置を完了する。 

 

  

図 ４-1 マンホール蓋浮上防止対策例 

(引用：南アルプス市下水道総合地震 

対策計画(第Ⅲ期)) 

図 ４-2 市内マンホールトイレ 

（本市 防災危機管理課より提供） 
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基本方針③ 水洗化の促進 

 水洗化率の向上は、市民のみなさまが清潔で快適な環境で生活できることや、川や海などの水

をきれいに保つこと、そして、下水道使用料収入を確保し、安定した事業経営を行うことにつな

がります。 

 本市の水洗化率は令和５年度現在で88.0％となっており、処理区域内の市民の多くに、下水道

に接続いただいております。しかしながら、約12％の未接続世帯が残ることから、さらに水洗化

率を向上させることで、よりよい生活環境・水環境を創り出し、公共下水道事業を成長させてい

くことが可能といえます。 

 下水道接続を支援する助成金制度のさらなる活用や、下水道利用の必要性について市民の理解

を促す広報活動を行い、水洗化を促進していきます。 

 

施策③-１ 助成金制度の活用 

 本市では、下水道関係の補助制度として排水設備設置助成金制度及び水洗便所設置費助成金制

度を運用し、水洗化を支援しています。 

 市民のみなさまにとって利用しやすい制度とするため、通知や説明の機会を設け、制度適用の

条件や補助内容を適宜再考する等、制度の浸透を図ります。 

 

表 ４-3 本市における下水道関係の各種補助制度 

制度 区分 最高補助金額 

排水設備設置 

助成金制度 

供用開始告示から１年以内 30,000円（補助率 1/10） 

供用開始告示から２年以内 15,000円（補助率 1/20） 

供用開始告示から３年以内 10,000円（補助率 1/30） 

水洗便所設置費 

助成金制度 

１ヵ所の改造工事につき  70,000円 

２ヵ所以上の改造工事を同時につき 200,000円 

（参考：南アルプス市HP） 
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施策③-２ 広報活動の展開 

 市の広報誌「広報南アルプス」への下水道情報の掲載や下水道の日（９月10日）にちなんだイ

ベント等、市民とのあらゆる接点を活用し、下水道への興味・関心と理解を広めることに努めま

す。 

 また、今後は釜無川流域下水道と連携した施設見学や出前講座等、広報活動の機会拡大を検討

していきます。 

 

 

  

広報南アルプス2024年８月号より 

広報南アルプス2023年10月号より 

広報南アルプス2024年９月号より 

図 ４-3 広報南アルプスに掲載の下水道情報 
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基本方針④ 経営基盤の強化 

 本市では、令和６年10月に下水道使用料の改定を行い、本市の下水道使用料の水準は向上して

いますが、総務省の提示する適正水準と比較して、低いものとなっています。 

 下水道の役割を着実に果たしながら健全な公共下水道経営を維持するためには、収支構造適正

化による経営基盤の強化が不可欠です。 

 事業経営に必要な財源確保により、自主性の高い経営を行うことで、市民の快適な生活を将来

にわたって持続します。 

 

施策④-１ 適正な収入の確保 

 令和５年度現在、公共下水道事業の総収入における一般会計繰入金の割合は約４割を占め、そ

のうち基準外繰入金は約７割を占めており、基準外繰入金への依存傾向がみられます。過度な依

存へと進展しないためには、適正な費用分担に基づく財源の確保が必要です。 

 現在本市では、市民への負担を考慮しながら、汚水処理経費を下水道使用料で賄うことを目指

し、段階的な使用料改定を行っています。まずは、令和６年10月に下水道使用料の改定を行いま

した。次回は令和11年度の下水道使用料の改定を想定しており、令和10年度に審議会を開催し、

下水道使用料改定の是非、改定率、基本使用料や従量使用料等の体系案について検討を行う方針

です。 

 

施策④-２ コスト縮減 

 本市は、釜無川流域下水道の流域関連公共下水道であり、維持管理費の大きい割合を流域下水

道の維持管理負担金が占めています。このような事業の特性から、市単独でコスト縮減を行う余

地は少ないものの、業務の効率化等に努め、他自治体の事例等を参考にしながら、コスト縮減に

取り組みます。 
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基本方針⑤ 組織体制の強化 

 本市の公共下水道事業は、上下水道局の総務課、経理課、工務課、給排水課の職員により運営

しています。多様な職務範囲の職員が事業に携わるため、事業の目指す方向性をそろえながら、

知識・技術を共有し、次世代につながる組織づくりを継続していきます。 

 

施策⑤-１ 人材確保・人材育成 

 下水道の安定したサービスを提供するためには、職員数の確保及び知識・技術の習得と向上に

尽力し、パフォーマンスを高めることが重要です。 

 人材の確保に向けて、職場見学やインターンシップ等により業務内容や魅力を知っていただく

機会をつくり、採用試験を見直して間口を広げる等、市他部署と共に職員採用の見直しを検討し

ます。 

 また、人材の育成として、下水道関連分野の諸協会・企業の技術講習会を活用して最新の知識・

技術を習得しながら、上下水道局内で情報交換を実施し、世代間での技術継承や部署間の知識共

有・技術協力を促進するなど、職員全体の能力向上に努めます。 

 

 

図 ４-4 令和６年度インターンシッププログラム 

（引用：南アルプス市HP） 
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施策⑤-２ 組織的な業務効率化 

本市上下水道局では、上下水道の業務を一体的に遂行するとともに、上水道と下水道を効率的

に運営するための組織づくりを進めています。 

上下水道が、お互いの知識と技術を共有・活用・吸収しながら、効率的に業務を遂行できる執

行体制の構築を目指していきます。 

 

表 ４-4 本市上下水道局各部署の主な業務内容 

部署 主な業務内容 

総務課 

庶務担当 
人事･給与、福利厚生、入札･契約、公示･公告、例規、庁舎･公用車管理、

水道事業危機管理、公共下水道事業審議会に関することなど 

計画担当 
老朽管の更新計画、水道施設の企画・調査及び将来計画、地域水道ビジ

ョン策定及び進行管理、下水道計画及び経営戦略に関することなど 

料金担当 上下水道料金センター運営の管理・監督及び検証に関することなど 

経理課 

上水道経理

担当 
上水道に関する予算・決算・企業債、出納管理に関することなど 

下水道経理

担当 
下水道に関する予算・決算・企業債、出納管理に関することなど 

工務課 

上水道担当 配水管維持管理、配水管工事に関することなど 

下水道担当 下水道管（マンホール等含む）の維持管理、工事に関することなど 

浄水管理課 

浄水担当 
駒場浄水場の取水・送水・配水・水質検査、薬品管理、施設管理に関す

ることなど 

管理担当 水道施設（配水管を除く）の維持管理、工事に関することなど 

給排水課 

給水担当 
給水装置工事に伴う諸事務、加入金、給水装置（公道内）の維持管理、

既設水道管の問い合わせ、指定給水装置工事事業者に関することなど 

排水担当 
排水設備工事等に伴う諸事務、受益者負担金、既設下水道管の問い合わ

せ、指定排水設備工事事業者に関することなど 

（参考：南アルプス市上下水道局組織規程、南アルプス市HP） 
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第５章 投資・財政計画の策定 

５-１. 投資・財政計画の考え方 

 現行の下水道使用料体系を今後も継続する等、「現状維持型」の財政シミュレーションを行うこ

とにより、将来における収支ギャップの有無を確認し、収支改善のための施策の必要性を検証し

ます。 

 次に、下水道使用料の改定など収支改善のための施策を検討し、それらの内容を反映した「収

支改善型」の財政シミュレーションを実施し、今後の本市における公共下水道事業の在り方を位

置付けます。 

 

５-２. 企業会計方式に基づく財政状況の検討 

投資・財政計画は企業会計方式で策定するため、収益的収支と資本的収支で構成します。 

 

⚫ 収益的収入 その事業期間の経営活動に伴って得られる収入。 

下水道使用料収入、他会計補助金、長期前受金戻入など。 

⚫ 収益的支出 その事業期間の経営活動により発生する費用。 

維持管理費、減価償却費、企業債利息など。 

⚫ 資本的収入 資本的支出の財源に充てられる収入。 

国庫補助金、企業債、他会計出資金など。 

⚫ 資本的支出 支出の効果が翌事業期間以降に及び将来の収益につながるもの。 

建設改良費、企業債元金償還金など。 
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５-３. 財政シミュレーションの設定条件 

物価上昇・人件費上昇について 

 施設の維持管理に要する支出には物価上昇率を乗じ、人件費には公務員の賃金上昇率を乗じて

算出しています。 

 それぞれの上昇率は、「中長期の経済財政に関する試算」（内閣府：令和６年１月22日、以下「内

閣府予測」とする。）を参考に設定します。内閣府予測では、TFP(全要素生産性)上昇率が直近の

景気循環の平均並みで将来にわたって推移する想定の「ベースラインケース」とTFP上昇率がデ

フレ状況に入る前の期間の平均程度まで高まる想定の「成長実現ケース」が示されています。 

 今回は物価、人件費ともに、「ベースラインケース」の上昇率を見込むものとします。 

 

 

図 ５-1 内閣府予測における消費者物価上昇率及び賃金上昇率 

（引用：「中長期の経済財政に関する試算」（内閣府：令和６年１月22日）） 

 

表 ５-1 物価上昇率及び人件費上昇率の設定 

 

 

■物価上昇

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

ベースラインケース 3.2 3.0 2.5 1.5 1.1 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

成長実現ケース 3.2 3.0 2.5 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

採用値 － － 2.5 1.5 1.1 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

■人件費上昇

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

ベースラインケース 1.7 2.4 2.5 1.7 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9

成長実現ケース 1.7 2.4 2.5 3.0 3.2 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3

採用値 － － 2.5 1.7 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9

※「成長実現ケース」「ベースラインケース」は、「中長期の経済財政に関する試算（内閣府：令和６年

１月22日）」より
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建設投資 

建設投資として、①未普及対策（汚水整備）、②老朽化対策、③地震対策、④雨水整備、⑤流域

下水道建設負担金の費用を計上しており、今後10年間で総額約109億円となる見通しです。 

①未普及対策（汚水整備）の整備予定面積は、令和10年度までは事業計画の整備予定面積を見

込んでおり、令和11年度以降については、業務執行体制等を考慮したうえで設定した「年当たり

20ha」を見込んでいます。 

また、計画策定等の費用として、全体計画、事業計画、経営戦略の策定及び下水道使用料改定

の検討に要する費用を計上しています。 

 

 

 

図 ５-2 建設投資に要する費用 
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維持管理費 

維持管理費は、過年度の実績を基に、物価や賃金等の上昇を考慮した人件費、施設の維持管理、

各種計画の見直しに要する費用を計上しています。 

流域下水道維持管理負担金が全体の約62％を占めていますが、処理水量に県が提示する単価を

乗じることにより算定しています。 

なお人件費は、現行の執行体制を維持するものとして算出しています。 

 

 

 

図 ５-3 維持管理費及び人件費 
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単位 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 期間計

億円 1.0 1.2 1.2 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.2 1.2 12.8
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合計 億円 4.9 5.3 5.1 5.3 5.5 5.7 5.6 5.6 5.4 5.5 53.9
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建設財源 

 建設財源は、国庫補助金や企業債、受益者負担金、工事負担金、一般会計繰入金等を計上して

います。 

全体の約70％である約76億円を企業債が占めています。 

国庫補助金は、現行の補助制度に基づくものとしていますが、本市の公共下水道事業が令和７

年度より社会資本整備総合交付金等の重点配分対象から外れ、国からの補助金の金額が減少する

見込みであることを考慮しています。 

 

 

 

図 ５-4 建設財源 
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単位 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 期間計

国庫補助金 億円 4.2 2.2 2.3 1.9 1.8 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 21.9

企業債 億円 8.7 6.8 7.1 7.4 7.3 7.6 7.6 8.2 7.6 7.7 76.0

受益者負担金 億円 0.4 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 5.8

工事負担金 億円 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 1.0

その他 億円 0.2 0.4 0.4 0.5 0.5 0.7 0.4 0.7 0.2 0.4 4.4

合計 億円 13.7 10.1 10.5 10.5 10.3 10.9 10.6 11.5 10.4 10.6 109.1
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企業債の償還条件について 

企業債償還金(元金・利息)については、過年度起債分(令和５年度起債分まで)に、将来起債分に

対する予測額を加算して算定します。 

将来分の企業債償還額の算定には、企業債の起債額に対し、以下の償還条件を設定します。 

 

表 ５-2 償還条件の設定 

項目 算定方法 

① 償還方法 元利均等方式 

② 償還期間 40年 

③ 据置期間 ５年 

④ 年金利 1.95％(直近の実績等に基づき設定) 

 

５-４. 現状維持型の財政シミュレーション 

収益的収支の動向 

収益的収入は、一般会計繰入金が減少するのに伴い、減少する見通しです。 

収益的支出については、物価上昇を加味した維持管理費の増加や処理水量の増加に伴う流域下

水道維持管理負担金の増加等の要因から、今後増加する見通しです。 

損益としては、計画期間には均衡する見通しです。 

 

 

図 ５-5 収益的収支の見通し  
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単位 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 期間計

収益的収入 億円 16.8 17.4 17.3 17.5 17.7 16.6 16.6 16.8 16.8 17.2 170.7

収益的支出 億円 16.2 15.2 15.3 15.8 16.1 16.6 16.6 16.8 16.8 17.2 162.6

当年度純利益 億円 0.6 2.2 2.0 1.7 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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資本的収支の動向 

資本的支出は、年度毎の投資額の動向により変動しますが、約16～22億円で推移する見通しで

す。 

企業債償還金は減少し、建設改良費については、ほぼ横ばいとなる見通しです。 

公共下水道事業内で留保される補填財源は、当面は一定規模を維持することを目標に、一般会

計繰入金を確保するため、横ばいで推移する見通しです。 

 

 

 

図 ５-6 資本的収支の見通し 
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一般会計繰入金の動向 

一般会計繰入金は約８～12億円で推移し、徐々に減少する見通しです。 

一般会計繰入金は、一般会計が負担する経費として、繰出基準に適合する「基準内繰入金」と

適合しない「基準外繰入金」に区分されます。 

基準内繰入金は、支払利息や減価償却費の増加に伴い、今後増加する見通しです。 

基準外繰入金は、企業債償還金（元金）が減少するのに伴い、減少する見通しです。 

 

 

図 ５-7 一般会計繰入金の見通し 
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単位 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 期間計

基準内繰入金(億円) 億円 5.1 2.4 2.5 3.0 3.2 3.4 3.3 3.5 3.4 3.7 33.5

収益的収入(基準内) 億円 3.8 2.2 2.3 2.8 3.1 3.3 3.2 3.4 3.3 3.6 31.0

資本的収入(基準内) 億円 1.3 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 2.5

基準外繰入金(億円) 億円 6.4 7.8 7.4 7.1 6.9 6.7 6.3 6.0 5.5 5.1 65.2

収益的収入(基準外) 億円 2.8 3.5 3.3 3.1 2.9 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 22.6

資本的収入(基準外) 億円 3.6 4.3 4.1 4.0 4.0 5.3 4.9 4.6 4.1 3.7 42.6

億円 11.5 10.2 9.9 10.1 10.1 10.1 9.6 9.5 8.9 8.8 98.7合計
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経費回収率の動向 

経費回収率は、汚水処理費(汚水処理に要する維持管理費と資本費)に対する下水道使用料収入

が占める割合を示し、100％を遵守することが原則となります。 

本市では、令和６年10月に下水道使用料改定を行っていますが、令和７年度以降、経費回収率

は78.8％で推移する見通しであり、現状の下水道使用料体系を維持した場合には、経費回収率は

100％に達しない見通しです。 

 

 

 

図 ５-8 経費回収率の見通し 

 

現状維持型のシミュレーションについて 

現状維持型のシミュレーションの結果、現状の下水道使用料を継続した場合には、下水道使用

料による収入が、汚水処理に要する経費に対する割合を示す経費回収率は78.8％で推移し、本来

目指すべき経費回収率100％に達しない見通しとなりました。 

経費回収率が100％に達しない場合は、一般会計繰入金により補填することとなります。 

公共下水道事業の経営を健全化するためには、適正な費用負担に基づいた財源の確保が必要で

すが、現状維持の場合には、特に下水道使用料に関する健全化は達成されておらず、下水道使用

料の改定等、経費回収率の向上に必要な施策に取り組む必要があります。 
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経費回収率 ％ 66.1 78.8 78.8 78.8 78.8 78.8 78.8 78.8 78.8 78.8
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５-５. 収支改善型の財政シミュレーション 

収支改善の施策について 

現状維持の投資・財政計画の結果を踏まえて、経営状況の改善を図るため、下水道使用料の改

定を見込んだ収支改善版の財政シミュレーションによる検討を行いました。 

下水道使用料については、令和６年10月に改定を行っていますが、下水道使用料の改定につい

て議論を行った令和４年度開催の「南アルプス市公共下水道事業審議会」において、経費回収率

の速やかな向上のために、下水道使用料の改定が必要であり、令和６年度と令和11年度の２回下

水道使用料の改定を行い、速やかに経費回収率100％を達成するのが望ましいとの答申がとりまと

められています。 

これまでの検討の結果、下水道使用料改定に関する状況は、検討当時と大きな変化はなく、下

水道使用料の改定については、当時の答申を踏襲するのが適切と考えます。 

したがって、今回の経営戦略の見直しにおいては、収支改善のための施策として、令和11年度

に下水道使用料の改定を行うことで経費回収率の向上を図ることを見込み、その改定率は経費回

収率を100％とするために必要な26.8％と設定します。 

なお、最終的な下水道使用料の改定の是非、改定率等については、令和10年度に開催予定の審

議会にて審議のうえ、決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-9 下水道使用料改定 これまでの経緯 

 

令和４年度 

南アルプス市公共下水道事業審議会 

■複数回の下水道使用料改定により、経費

回収率を100％とする方針を答申。 

●第1回改定：令和６年度   

●第2回改定：令和11年度 

令和６年10月に下水道使用料を改定 

（改定率 37.3 ％） 

南アルプス市公共下水道事業経営戦略 

令和６年度見直しでの収支改善施策 

 

令和11年度に下水道使用料改定を見込む 

（改定率 26.8％） 

→経費回収率100％達成を目標に、 

令和4年度の審議会答申を踏襲 
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収益的収支の動向 

収益的収支のうち、収益的収入は、令和11年度に想定している下水道使用料改定に伴い、下水

道使用料収入が増加し、基準外繰入金が減少する見通しです。 

損益としては、現状維持ケースから大きな変化はありません。 
 

 

 

図 ５-10 収益的収支の見通し 

 

資本的収支の動向 

資本的収支については、現状維持ケースから大きな変化はありません。 
 

 

 

図 ５-11 資本的収支の見通し 
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一般会計繰入金の動向 

令和11年度に改定率26.8％の下水道使用料の改定を見込んだ場合の一般会計繰入金は、約７～

12億円で推移し、徐々に減少する見通しです。 

下水道使用料の改定を見込まない場合に比べて、令和11年度以降の一般会計繰入金は減少して

おり、年当たりでは、最大約１億4,000万円減少しています。 

また、内訳では、減少したのは全て収益的収入の基準外繰入金であり、基準内繰入金や資本的

収入の基準外繰入金については、下水道使用料の改定を見込んだ場合と見込まない場合との間に

は、ほとんど差はありません。 

 

 

 

図 ５-12 一般会計繰入金の見通し 
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基準内繰入金(億円) 億円 5.1 2.4 2.5 3.0 3.2 3.4 3.3 3.5 3.4 3.7 33.5

収益的収入(基準内) 億円 3.8 2.2 2.3 2.8 3.1 3.3 3.2 3.4 3.3 3.6 31.0

資本的収入(基準内) 億円 1.3 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 2.5

基準外繰入金(億円) 億円 6.4 7.8 7.4 7.1 6.9 6.0 4.9 4.6 4.1 3.7 58.9

収益的収入(基準外) 億円 2.8 3.5 3.3 3.1 2.9 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.3

資本的収入(基準外) 億円 3.6 4.3 4.1 4.0 4.0 5.3 4.9 4.6 4.1 3.7 42.6

億円 11.5 10.2 9.9 10.1 10.1 9.4 8.2 8.1 7.5 7.4 92.4合計
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経費回収率の動向 

令和11年度に改定率26.8％の下水道使用料の改定を見込んだ場合の経費回収率の動向について

は、図 ５-13に示すとおり、令和11年度以降、経費回収率は100％に達することが明らかとなりま

した。 

このことから、下水道使用料の改定が、本市の公共下水道事業の経営健全化に寄与することが

明らかとなりました。 

 

 

 

 

図 ５-13 経費回収率の見通し 

（令和11年度に改定率26.8％の下水道使用料改定を反映） 

 

 

５-６. 投資・財政計画 

次頁より、収支改善のための施策を反映し、収支ギャップを解消した、投資・財政計画を示し

ます。 
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維持管理費分 円/㎥ 139.9 124.2 121.3 129.1 131.8 134.3 128.1 128.2 123.2 125.9
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令和11年度に下水道使用料改定を想定 
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投資・財政計画（収支計画） 

 

  

年　　　　　　度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （予 算）

１． (A) 338,144 346,464 406,309 486,703
(1) 336,417 344,763 404,959 485,353
(2) (B)
(3) 1,727 1,701 1,350 1,350

２． 1,268,733 1,336,390 1,274,046 1,255,230
(1) 727,862 735,172 669,519 589,348

727,862 735,005 664,283 573,848
0 167 5,236 15,500

(2) 536,002 595,634 604,520 665,875
(3) 4,869 5,584 7 7

(C) 1,606,877 1,682,854 1,680,355 1,741,933
１． 1,221,033 1,298,618 1,353,201 1,353,113
(1) 51,504 51,838 56,625 58,912

29,014 29,014 28,127 29,263

22,490 22,824 28,498 29,649
(2) 354,938 407,975 438,997 470,394

0 0 0 0
4,306 6,641 6,745 6,847

201 375 675 685
350,431 400,959 431,577 462,862

(3) 814,591 838,805 857,579 823,807
２． 278,592 259,557 268,319 169,405
(1) 193,306 187,338 186,227 169,405
(2) 85,286 72,219 82,092 0

(D) 1,499,625 1,558,175 1,621,520 1,522,518
(E) 107,252 124,679 58,835 219,415
(F) 14 0 0 0
(G) 178 360 727 0
(H) △ 164 △ 360 △ 727 0

107,088 124,319 58,108 219,415
(I) △ 96,342 27,977 86,085 305,500
(J) 457,510 937,558 477,941 300,598

124,757 142,737 121,270 103,586
(K) 977,620 1,302,066 792,039

850,050 835,730 795,088 762,621
0 0

119,495 459,277 19,841 17,045
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0

(M) 338,144 346,464 406,309 486,703

0 0 0 0

(N) 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0

(P) 338,144 346,464 406,309 486,703

0 0 0 0

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和７年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 0 0 0 0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
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（単位：千円，％）

489,130 491,589 493,824 577,393 648,286 650,932 653,489 655,846
487,780 490,239 492,474 576,043 646,936 649,582 652,139 654,496

1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 1,350
1,237,562 1,262,867 1,273,645 1,080,876 1,006,809 1,028,643 1,029,201 1,060,404

569,074 588,917 595,811 398,553 320,438 337,743 334,753 363,479
563,574 588,917 595,811 398,553 320,438 337,743 334,753 363,479

5,500 0 0 0 0 0 0 0
668,481 673,943 677,827 682,316 686,364 690,893 694,441 696,918

7 7 7 7 7 7 7 7
1,726,692 1,754,456 1,767,469 1,658,269 1,655,095 1,679,575 1,682,690 1,716,250
1,344,952 1,392,585 1,423,516 1,468,945 1,462,422 1,483,033 1,480,696 1,509,311

59,560 60,157 60,756 61,364 61,978 62,597 63,225 63,857
29,585 29,881 30,179 30,481 30,786 31,094 31,405 31,719

29,975 30,276 30,577 30,883 31,192 31,503 31,820 32,138
449,562 478,829 491,519 519,183 493,849 496,538 476,099 489,604

0 0 0 0 0 0 0 0
6,921 6,977 7,033 7,089 7,146 7,203 7,260 7,319

693 698 704 710 715 720 726 732
441,948 471,154 483,782 511,384 485,988 488,615 468,113 481,553
835,830 853,599 871,241 888,398 906,595 923,898 941,372 955,850
183,084 184,290 186,811 189,324 192,673 196,542 201,994 206,939
183,084 184,290 186,811 189,324 192,673 196,542 201,994 206,939

0 0 0 0 0 0 0 0
1,528,036 1,576,875 1,610,327 1,658,269 1,655,095 1,679,575 1,682,690 1,716,250

198,656 177,581 157,142 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

198,656 177,581 157,142 0 0 0 0 0
504,156 681,737 838,879 838,879 838,879 838,879 838,879 838,879
300,469 300,451 300,338 301,066 301,423 302,398 302,060 302,421
102,433 102,646 101,665 103,256 100,984 103,878 99,210 99,218
771,835 754,801 738,078 710,410 689,341 659,446 627,152 609,194
742,471 725,317 708,634 680,480 659,627 629,167 597,509 579,454

16,856 16,849 16,684 17,043 16,697 17,132 16,364 16,329

0 0 0 0 0 0 0 0

489,130 491,589 493,824 577,393 648,286 650,932 653,489 655,846

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

489,130 491,589 493,824 577,393 648,286 650,932 653,489 655,846

0 0 0 0 0 0 0 0

令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

00 0 0 0 0 0 0
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投資・財政計画（収支計画） 

 

 

  

年　　　　　度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （予 算）

１． 768,900 705,000 873,800 684,300

２．

３． 440,644 493,674 383,298 347,594

４． 112,419 103,980

５．

６． 352,770 262,250 416,068 203,800

７．

８． 98,847 117,077 42,406 60,450

９．

(A) 1,661,161 1,578,001 1,827,991 1,400,124

(B) 0 22,660

(C) 1,661,161 1,555,341 1,827,991 1,400,124

１． 1,206,350 1,030,236 1,374,524 984,973

19,862 20,809 29,960 31,154

２． 884,814 850,050 835,730 795,088

３．

４．

５． 0 0 0 0

(D) 2,091,164 1,880,286 2,210,254 1,780,061

(E) 430,003 324,945 382,263 379,937

１． 278,588 309,020 376,601 160,522

２． 16,491

３． 151,415 0 0

４． 0 15,925 5,662 202,924

(F) 430,003 324,945 382,263 379,937

0 0 0 0

(G)

(H) 13,176,974 13,031,924 13,014,173 12,903,385

○他会計繰入金

年　　　　　度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （予 算）

727,862 735,005 664,283 573,848

339,787 328,669 381,400 223,740

388,075 406,336 282,883 350,108

440,644 493,674 495,717 451,574

83,519 78,878 132,473 21,442

357,125 414,796 363,244 430,132

1,168,506 1,228,679 1,160,000 1,025,422

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和７年度

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和７年度
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（単位：千円）

712,500 744,800 730,000 756,000 757,400 823,700 764,500 765,700

338,366 329,379 323,883 527,300 486,400 456,300 410,200 366,600

95,849 90,650 86,456 11,142 10,812 10,060 9,010 8,381

228,400 185,300 177,600 189,100 185,200 191,800 187,400 194,500

60,450 62,000 60,450 62,000 62,000 62,000 62,000 62,000

1,435,565 1,412,129 1,378,389 1,545,542 1,501,812 1,543,860 1,433,110 1,397,181

1,435,565 1,412,129 1,378,389 1,545,542 1,501,812 1,543,860 1,433,110 1,397,181

1,041,018 1,029,535 1,005,753 1,045,178 1,043,104 1,119,233 1,052,866 1,060,903

31,497 31,812 32,129 32,451 32,775 33,103 33,434 33,769

762,621 742,471 725,317 708,634 680,480 659,627 629,167 597,509

0 0 0 0 0 0 0 0

1,803,639 1,772,006 1,731,070 1,753,812 1,723,584 1,778,860 1,682,033 1,658,412

368,074 359,877 352,681 208,270 221,772 235,000 248,923 261,231

169,418 182,296 195,539 208,270 221,772 235,000 248,923 261,231

198,656 177,581 157,142 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

368,074 359,877 352,681 208,270 221,772 235,000 248,923 261,231

0 0 0 0 0 0 0 0

12,853,264 12,855,593 12,860,276 12,907,642 12,984,562 13,148,635 13,283,968 13,452,159

（単位：千円）

563,574 588,917 595,811 398,553 320,438 337,743 334,753 363,479

233,682 279,331 306,162 329,930 320,039 337,238 334,348 362,978

329,892 309,586 289,649 68,623 399 505 405 501

434,215 420,029 410,339 538,442 497,212 466,360 419,210 374,981

19,859 17,033 14,385 11,142 10,812 10,060 9,010 8,381

414,356 402,996 395,954 527,300 486,400 456,300 410,200 366,600

997,789 1,008,946 1,006,150 936,995 817,650 804,103 753,963 738,460

令和１５年度令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

令和１４年度 令和１５年度令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度
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第６章 経営改善に向けた取り組み 

６-１. 経営改善に向けた取り組み内容 
 

① 広域化・共同化 

 良好な事業経営を継続するために、スケールメリットを生かした効率的な管理運営が可能な広

域化・共同化が有効です。 

 本市では、県が策定する「山梨県生活排水処理施設広域化・共同化計画」に参画しており、今

後も県の指導の下、周辺市町村との連携を図りながら、積極的に参加していきます。 

 

② 投資の平準化 

 現在、本市で実施している汚水整備、老朽化対策及び耐震化等の建設事業について、事業費の

調整等は行っていませんが、今後は事業の目標と優先度を勘案したうえで、適切なスケジュール

を設定し、事業費の平準化を図りながら事業を実施します。 

 

③ 民間活力の活用（PPP/PFI） 

 下水道事業が抱える様々な課題の解決策として、民間企業のノウハウや創意工夫を活用する官

民連携（PPP/PFI）が求められています。国土交通省は、令和６年度に「下水道分野におけるウ

ォーターPPPガイドライン」を改定し、さらに交付金の要件化等により、PPP/PFIを強く推進し

ています。 

 本市では、将来、管路施設の更新等の大規模な事業に際して、民間活用が可能であるか、情報

収集及び検討を進めます。 

 

④ 施設・設備の統合・合理化・廃止 

 本市の汚水処理方法には、公共下水道のほかに農業集落排水と合併処理浄化槽があります。以

前はコミュニティプラントも稼働しておりましたが、公共下水道の整備拡大に伴い、公共下水道

へ接続しました。 

 今後は公共下水道・農業集落排水・合併処理浄化槽について、費用や市民の便益等を考慮し、

最も合理的な汚水処理を実行できるよう、それぞれの区域や施設・設備の規模について精査して

いきます。また、将来的な施設の更新に際しては、計画下水量に対する管路施設の規模やポンプ

の容量等が適正な能力となるよう再検討します。 

 

⑤ 資産の有効活用 

 本市の公共下水道事業は、釜無川流域関連公共下水道であり、処理場等の大規模な資産は県が

所有しています。このため、市単独では資産の有効活用につながる施策の導入が考えにくい現状

です。 

 本市では、国や他自治体の事例等を参考にしながら、必要に応じて検討を行う方針です。
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６-２. 基本方針及び施策のSDGsへの貢献 

 SDGsとは、2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」です。「誰一人取

り残さない」という理念のもと、「持続可能な世界を実現する」ことを目指した、2030年を達成期

限とする17のゴール、169のターゲット及びその進展を評価するための指針を持つ包括的な目標

が設けられています。 

 

図 ６-1  SDGsの17のゴール（引用：国際連合広報センター） 
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「第４章 経営戦略の基本方針」や「６-１ 経営改善に向けた取り組み内容」において定めた

取り組みは、SDGsの達成に貢献するものとなります。 

 それぞれの取り組みについて、寄与するゴールとターゲットを示します。 

 

表 ６-1 今回の経営戦略の見直しにおいて定めた取り組みが寄与するSDGsのゴールとターゲット  

 

ターゲット

① 下水道整

備の推進

① 未普及地域への

下水道整備

6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄の廃絶と有害な化学

物・物質の放出の最小化、未処理の排水の割合半減及び

再生利用と安全な再利用を世界的規模で大幅に増加させ

ることにより、水質を改善する。

11.5 2030年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護

に焦点をあてながら、水関連災害などの災害による死者

や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総生産比で直接

的経済損失を大幅に減らす。

13.1

13.2

全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する

強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。

気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

③ 水洗化の

促進

③-１

③-２

助成金制度の活用

広報活動の展開

14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活

動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を防止し、

大幅に削減する。

④ 経営基盤

の強化

④-１

④-２

適正な収入の確保

コスト縮減

9.1 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済

発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフ

ラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジ

リエント）なインフラを開発する。

⑤ 組織体制

の強化

⑤-１

⑤-２

人材確保・人材育成

組織的な業務効率化

8.2 高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置く

ことなどにより、多様化、技術向上及びイノベーション

を通じた高いレベルの経済生産性を達成する。

① 広域化・共同化

② 投資の平準化

③ 民間活力の活用

（PPP/PFI）

④ 施設・設備の統合・

合理化・廃止

⑤ 資産の有効活用

経営改善に

向けた

取り組み

基本方針 施策
寄与する項目

ゴール

② 下水道の

機能維持

②-１

②-２

適切な点検･調査、

修繕、更新の実施

耐震化の実施

9.1

9.4

全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済

発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境インフ

ラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジ

リエント）なインフラを開発する。

2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び

環境に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じた

インフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上させ

る。全ての国々は各国の能力に応じた取り組みを行う。
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第７章 経費回収率向上に向けた数値目標とロードマップの設定 

７-１. 数値目標とロードマップの設定の経緯 

 国土交通省より、「社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等の運用について」（令

和２年３月31日 国水下事第56号）が発出されました。同通知に基づき、経費回収率の向上に向

けたロードマップを設定します。 

 

７-２. 数値目標の設定 

 経営改善に向けて設定した数値目標を表 ７-1に示します。 

 本市の経費回収率は、令和５年度現在で57.8％となっています。令和６年10月に改定率37.3％

の下水道使用料改定を行いましたが、今後の経費回収率は、78.8％にとどまる見込みです。この

ため、従前からの方針に基づき、経費回収率100％を目指すことを目標として設定し、令和10年度 

開催予定の審議会において検討等に着手していく方針としました。 

 使用料単価については、総務省により、公営企業が健全な経営のために最低限行うべき経営努

力目標として、使用料単価の水準が150円/m3とされていることを踏まえ、150円/m3の水準達成を

目標とします。 

 水洗化率については、令和５年度現在で88.0％です。安定した収入を確保できるよう、水洗化

率の向上に向けて広報啓蒙活動を実施し、令和15年度に90％以上の到達を目指します。 

 

表 ７-1 経営改善に向けた数値目標 

項目 
実績 

（令和５年度） 

目標 

令和11年度 令和15年度 

経費回収率 57.8％ 89％ 100％ 

使用料単価 86.1円/m3 134円/m3 150円/m3 

水洗化率 88.0％ 89％以上 90％以上 
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７-３. ロードマップの設定 

 経営改善に向けた取り組みの実施時期を示したロードマップを、図 ７-1のとおり設定します。 

 

 

図 ７-1 経営改善に向けたロードマップ 

 

【取り組みの概要】 

 

  

年度

項目
R6 R7 R8

経営戦略

経営指標の検証

R9 R10 R11 R12 R13

各種コスト縮減

水洗化率向上の

取り組み

下水道使用料

R14 R15

改定

改定 改定検証 検証

審議会に

よる検証

適宜実施（経営戦略と相互に反映・調整）

適宜実施（啓発活動、戸別通知、イベントによる広報活動等）

改定

適宜検討（業務効率化等）

審議会に

よる検証

検証

経営戦略 

経営戦略は、５年に１回を目途として改定を行います。改定までの間、経営戦略に示した

施策を実施しながら、効果を検証します。 

次回の改定は令和10年度を予定しています。 

各種コスト縮減 

下水道整備等にあたって、状況に応じた適切な工事の契約方式や工法の採用、業務効率化

による生産性向上等、コスト縮減が可能な取り組みを適宜検討していきます。 

水洗化率向上の取り組み 

啓発活動や戸別通知、イベントによる広報活動等、水洗化率向上に向けた取り組みを適宜

実施します。 

下水道使用料 

下水道使用料は、令和６年10月に改定を行いました。今後は経費回収率100％を達成するた

めに、令和11年度の使用料改定を想定し、令和10年度開催予定の審議会において、下水道使

用料の改定の是非、改定率、基本使用料や従量使用料等の体系について検討を行う方針です。 

以降は審議会にて、５年に１回、健全な事業経営を継続するために必要な下水道使用料の

在り方について検証します。 
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第８章 経営戦略の事後検証、改定等について 

今回見直した経営戦略は、令和15年度（2033年度）までの計画ですが、社会情勢が大きく変化

する昨今では、数年で本市の公共下水道事業を取り巻く環境が変化することも考えられます。 

変化する環境の中で、経営戦略における取り組みを確実に実施していくため、毎年度の経営実

態の検証と５年ごとを目安とした計画見直しによるPDCAサイクル（図 ８-1参照）を繰り返しま

す。 

 

 

図 ８-1 PDCAサイクルによる経営戦略見直し 
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おわりに… 

本市の公共下水道事業は、昭和61年度に事業着手して以来、公共用水域の水質保全や生活環境

の改善等の面で、非常に重要なインフラとしての役割を担ってきました。 

しかしながら、様々な建設への投資や物価上昇や賃金の上昇によるコスト増等、公共下水道事

業を取り巻く状況は年々厳しい状況となっています。 

 厳しさを増す事業環境において、持続可能な公共下水道事業を経営するため、本市は令和２年

11月に現行経営戦略を策定し、これに基づいた建設事業への投資と経営改善の取り組みを実施し

てきました。 

 今回見直した経営戦略は、現行経営戦略の策定から４年が経過したことから、経営実態を振り

返るとともに、物価上昇や人口動態等の社会情勢や施設整備のための最新の下水道計画を反映し、

現状に即した、実現可能な計画として改定したものとなります。 

 改定にあたり、事業の現状を分析したことで、汚水整備の適正化や経費回収率の向上、地震対

策等の投資の必要性などが課題に挙がりました。 

 そこで、これらの課題の改善に向けて取り組むべき施策を掲げ、収支ギャップを解消した投資・

財政計画を策定しました。 

 今後は、今回改定した経営戦略に基づき、健全な公共下水道経営に努めるとともに、引き続き

下水道使用料の在り方について検討を行い、経営戦略の定期的な見直しを実施します。 

 なお、当面の重要な施策は汚水整備であることから、合併処理浄化槽や農業集落排水を含めた

汚水処理事業全体において、最適な汚水処理計画を検討します。 
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用語集 

 

Ｐ P D C A
ぴーでぃーしーえー

サイクル
さ い く る

  

 【Plan（計画）⇒Do（実行）⇒Check（評価）⇒Action（改善）】の一連のプロセスを繰

り返し行うことで、業務の改善や効率化を図る手法。 

 P P P
ぴーぴーぴー

/ P F I
ぴーえふあい

  

PPP（Public Private Partnership）とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と

民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行

政の効率化等を図るものである。 

PFI（Private Finance Initiative）はPPPの方式の一つであり、公共施設等の建設、維持管

理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術能力を活用して行う手法である。 

  

い 一般会計
いっぱんかいけい

  

 国や地方公共団体における会計区分の１つで、税収を主な財源として、福祉や教育、道

路の整備等の基本的・一般的な支出を経理する会計。会計区分にはほかに「特別会計」、「公

営企業会計」がある。 

 一般会計繰入金
いっぱんかいけいくりいれきん

  

 一般会計から公営企業会計に繰り入れられる資金のこと。 

  

う ウォーター
う ぉ ー た ー

P P P
ぴーぴーぴー

  

 水道・工業用水道・下水道事業における官民連携方式のひとつで、施設の更新や維持管

理を一体的にマネジメントする。 

 公共施設の建設や維持管理等を行政と民間が連携して行うことで、民間のノウハウや創

意工夫を活用し、効率的な運営や財政負担の軽減を目指す仕組み。 

  

お 汚水処理施設整備構想
お す い し ょ り し せ つ せ い び こ う そ う

  

 国内の全市町村を対象に策定される汚水処理に関する総合的な構想。地域特性、住民の

意向、人口減少等の社会情勢の変化を勘案し、また、長期的な観点から効率的な改築・更

新や運営管理手法について検討するものである。市町村が素案を作成し、都道府県がとり

まとめる。 

 本市では平成28年度に「南アルプス市汚水処理施設整備構想」を策定しており、この中

で公共下水道区域の整備目標は、令和17年度で2,366.2haと定められている。 
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か 合併処理浄化槽
がっぺいしょりじょう かそう

  

家庭から出るし尿と生活雑排水（風呂・台所・洗濯等）を微生物の働きを利用して分解

する汚水処理方式。単独処理浄化槽はし尿のみを処理する。 

 釜無川流域下水道
かまなしがわりゅういきげすいどう

  

 甲府盆地の西部に位置する釜無川流域における下水を集めて処理を行う、県が運営する

下水道事業。本市及び韮崎市、甲斐市、中央市、市川三郷町、富士川町、昭和町の４市３

町で構成されている。 

 元利均等方式
が ん り き ん とう ほ う しき

  

 元金と利子の合計を均等に返済する方式。元金と利子の合計のうち元金を均等に返済す

る方式を「元金均等方式」という。 

  

き 企業債
きぎょうさい

  

 公営企業の財源に充てるための地方債。地方債とは、地方公共団体が財政上必要とする

資金を外部から調達することによって負担する債務で、その履行が一会計年度を超えて行

われるもの。 

 起債
き さ い

  

 国、地方公共団体などが、税制資金や事業資金を調達するために債権を発行すること。 

 基準外繰入金
きじゅんがいくりいれきん

  

 一般会計繰入金のうち、国が定めた繰出基準によらない政策的経費、地方公営企業の事

業収入で経費を賄い切れない部分を補填するために繰り入れられる負担金や補助金。 

 基準内繰入金
きじゅんないくりいれきん

  

 一般会計繰入金のうち、国の定める繰出基準に基づき繰り入れられる負担金や補助金。 

  

け 

 

下水処理場
げ す い し ょ り じ ょ う

（処理場
しょりじょう

）  

 下水を最終的に処理して河川その他の公共の水域又は海域に放流する施設。 

 下水道事業計画
げすいどうじぎょうけ いかく

（事業計画
じぎょうけいかく

）  

 下水道全体計画に定められた施設のうち、5～7年間で整備する予定の施設について、具

体的な構造や能力等を定める計画。本市の場合は、処理場を県が所有していることから、

管路施設について定めている。 

 下水道を設置しようとするときは、事業計画を策定する必要がある。 

 下水道全体計画
げすいどうぜんたいけ いかく

（全体計画
ぜんたいけいかく

）  

 おおむね20～30年後の将来的な下水道施設整備の方向性を定める計画。本市の場合は、

処理場を県が所有していることから、管路施設について定めている。 
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け 下水道総合地震対策計画
げ す い ど う そ う ご う じ し ん た い さ く け い か く

（総合地震
そ う ご う じ し ん

）  

 重要な下水道施設の耐震化を図る「防災」と被災を想定して被害の最小化を図る「減 

災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進する計画。 

 減価償却
げんかしょうきゃく

  

 時の経過により価値の減っていく資産（減価償却資産）の取得に要した経費を、その資

産の使用可能期間にわたり分割して経費とすること。 

  

こ 広域化
こ う い き か

・共同化
きょうどうか

・最適化
さ い て き か

  

 行政区界を超えた複数の地方自治体において、連携して下水道施設の維持管理等を行う

動き。 

 公営企業
こうえいきぎょう

  

 水の供給や公共輸送の確保、医療の提供、下水の処理など地域住民の生活や地域の発展

に不可欠なサービスを提供する事業を行うために、地方公共団体が経営する企業活動。 

 公共下水道
こうきょうげすいどう

  

 主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地方公共団体が管理する下

水道。 

 公共用水域
こうきょうようすいいき

  

 河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域、及びこれに接続する公

共の用に供される水路。 

 工事負担金
こ う じ ふ た ん き ん

  

 排水設備が設けられることにより、公共下水道の改築を行うことが必要になったときに、

当該排水設備を設置する方に、工事に要する費用の一部を負担していただく仕組み。 

 国庫補助金
こ っ こ ほ じ ょ き ん

  

 国が地方公共団体に財政補助や特定の施策のために奨励として送る補助金であり、「国庫

支出金」の１つ。国庫支出金にはほかに、国が地方公共団体に義務的に一定割合を負担す

る「国庫負担金」、本来国が行うべき業務を地方自治体に委託するとき必要な経費を交付す

る「国庫委託金」がある。 

 コミュニティプラント
こ み ゅ に て ぃ ぷ ら ん と

  

 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき市町村が定める一般廃棄物処理計画に

従って設置され、管路施設によって集められたし尿及び生活排水を併せて処理する施設。

101人～3万人とした小規模の汚水処理施設である。 
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し 社会資本整備総合交付金
し ゃ か い し ほ ん せ い び そ う ご う こ う ふ き ん

  

 地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取り組みを支援することを目的に、国が

交付する交付金。 

 受益者負担金
じ ゅ え き し ゃふ た ん きん

  

 都市計画区域内において、下水道事業による利益を受ける方に、事業に要する費用の一

部を負担していただく仕組み。 

 処理区域
し ょ り く い き

  

 排水区域のうち、排除された下水を下水処理場により処理することができる地域。 

  

す 水洗化
す い せ ん か

  

 公共下水道の供用が開始された区域内の土地において、排水設備を設置して公共下水道

に接続し、その土地の下水を公共下水道に流入させること。 

 スケールメリット
す け ー る め り っ と

  

 事業の規模（スケール）が大きくなることで得られる効果や利益（メリット）。 

 ストックマネジメント
す と っ く ま ね じ め ん と

  

 予算制約のもと、増大する更新需要に対応すべく、施設全体の管理を最適化すること。 

  

せ 

 

生活排水処理施設整備構想
せ い か つ は い す い し ょ り し せ つ せ い び こ う そ う

  

 「汚水処理施設整備構想」と同義。 

 山梨県では平成28年度に「山梨県生活排水処理施設整備構想」を策定している。 

 全部適用
ぜ ん ぶ て き よ う

  

 地方公営企業法の規定のすべてを適用すること。法の規定のうち、財務・会計に関する

規定のみを適用する場合は「財務適用」という。 

  

た 耐用年数
たいようねんすう

  

 その資産の使用可能期間。 

 耐用年数には財務省令に定められる「“減価償却期間”としての耐用年数」と国土交通省

が定める「“物理的寿命”としての耐用年数」がある。今回見直した経営戦略においては、減

価償却費の算出等においては「“減価償却期間”としての耐用年数」、施設の修繕・更新時期

の検討等においては、「“物理的寿命”としての耐用年数」を用いた。 
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ち 地方公営企業法
ちほうこうえいきぎょ うほう

  

 地方公共団体の経営する企業の組織、財務及びこれに従事する職員の身分取扱い等を定

めた法律。この法律を適用した上下水道事業等の公営企業は、民間企業の簿記に準じた会

計方式の採用が必要となる。 

  

の 農業集落排水
のうぎょうしゅうらくはいすい

  

 農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水等を処理する小規模集合処理方式。 

  

ふ 富士川流域別下水道整備総合計画
ふ じ か わ り ゅ う い き べ つ げ す い ど う せ い び そ う ご う け い か く

  

 流域別下水道整備総合計画は、河川、湖沼、海域等の公共用水域の水質環境基準を達成・

維持するために必要な下水道の整備を最も効率的に実施することを目的に、都道府県が当

該流域における市町村の下水道計画の上位計画として策定するものである。富士川流域別

下水道整備総合計画は、山梨県が富士川流域に属する本市及び甲府市、山梨市、甲州市、

笛吹市、韮崎市、甲斐市、中央市、市川三郷町、富士川町、昭和町、身延町、早川町、北

杜市の下水道整備について定めている。 

 浮上防止
ふ じ ょ う ぼ う し

  

 地震による地盤の液状化を原因としたマンホールの浮上を防止すること。 

 液状化の発生により、それまで安定していた地盤が急に柔らかくなるため、地中に埋ま

っていたマンホールや埋設管が浮かんでくることがある。 

 浮上防止対策には、①地盤改良タイプ、②過剰間隙水圧消散タイプ、③アンカータイプ、

④重量化タイプ等がある。 

 分流式
ぶんりゅうしき

  

 下水の排除方式のうち、汚水と雨水を別々の管路系統で排除するもの。同一の管路系統

で排除するものは「合流式」という。 

  

ま マンホールトイレ
ま ん ほ ー る と い れ

  

 下水道管路にあるマンホールの上に簡易な便座やパネルを設け、災害時において迅速に

トイレ機能を確保するもの。 

 マンホールポンプ
ま ん ほ ー る ぽ ん ぷ

  

 マンホールの中にポンプを組み込み、下水をくみ上げ、処理場へと送る設備。 

  

ゆ 有 収 水 量
ゆうしゅうすいりょう

  

 処理した汚水のうち、下水道使用料収入の対象となる水量。 
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り 流域関連公共下水道
りゅういきかんれんこうきょうげすいどう

  

 流域下水道に接続する公共下水道。 

 流域下水道維持管理負担金
り ゅ う い き げ す い ど う い じ か ん り ふ た ん き ん

  

流域下水道により利益を受ける市町村が負担する、流域下水道の維持管理に関する費用。 

 流域下水道建設負担金
りゅういきげすいどうけんせつふたんきん

  

流域下水道により利益を受ける市町村が負担する、流域下水道の建設に関する費用。 

  

 


